
→ 固定資産税の特例を適用するため、賃上げ方針の表明を計画に位置づける必要があります

従業員
（代表のみも可）

①賃上げ方針を策定して従業員へ表明

①’賃上げ方針の表明を受けたことを確認

中小事業者等

③計画認定

雇用者給与等支給額※１の増加率＝
【A】ー【B】

【B】
（※１）適用年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等
（俸給・給料・賃金・歳費及び賞与並びに、これらの性質を有する給与）の支給額のこと。

★雇用者給与等支給額の増加率が１．５％以上、
又は３％以上となる賃上げ方針の表明が必要

固定資産税の特例について（スキーム図②）

②市区町村へ申請
・賃上げ方針を策定して従業員へ表明した旨を認定申請書に記載
・従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面を添付

市区町村

～賃上げ方針の表明について～
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★賃上げ方針で用いる計算式（賃上げ方針を変更する場合、以下の「申請日」を「変更計画の申請日」に置き換えて下さい。）

【A】計画認定の申請日の属する事業年度※2又は 当該申請日の属する事業年度の翌事業年度における雇用者給与等支給額
（※２）令和７年４月１日以後に開始する事業年度に限る。

【B】当該申請日の属する事業年度の直前の事業年度における雇用者給与等支給額
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